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父母の離婚後等における子に関する事項の決定に係る規律案 

（中間試案） 

 
令 和 ４ 年 ５ 月 ３ １ 日 
民間法制審議会家族法制部会 

 
第１ はじめに 

法務省法制審議会家族法制部会は、法務大臣からの諮問に基づき、父母の離

婚に伴う子の養育の在り方を検討するため、昨年３月に設置された（注1）。早けれ

ば、今年６月には、検討に基づき制度を提案する中間試案が公表される予定であ

る。この試案に記載される予定の制度提案については、第１３回会議に提出され

た部会資料１２・１３により伺うことができる（注2）。 

法務大臣がこの諮問をした背景には、日本の離婚関連の法制度及び運用が世

界的に非難されていることへの危機感があるものと思われる。 

日本は、世界の趨勢と異なり、離婚後共同親権制（離婚後も父母が親権を共に

行使し、子の監護を協力し共同で行う制度。以下同じ。）ではなく、離婚後単独親

権制（離婚時に父母の一方を親権者と定め、親権者となった父母のみが子の監護

を行う制度。以下同じ。）を採用している（注3）。 

そのため、離婚時に一つしか与えられない親権をめぐり、父母の争いが苛烈な

ものとなっており、これに伴って子と同居していない親（別居親）と子の心の交流が

長期間奪われ、さらに、共同親権制度であれば必要のない弁護士費用も重い負

担となっている。 

また、親権を獲得するために有利となる子の連れ去り（一方の父母が、もう一方

の父母の同意なく子の居所を移動すること。以下同じ。）が横行することとなってい

る。 

このような親権（監護権を含む。）を巡る争いの中で、子を連れ去られ、子の監

護に関与できなくなった父母の悲哀は深く、数多くの自殺者も生み出しており（注

4）、この理不尽な制度に対する怨嗟の声が社会に溢れている。 

自殺にまで至らなくとも、子をある日突然連れ去られ、子と生き別れとなった父

母の多くが日々重大な精神的負担を抱えながら生きている。 

同様の精神的負担は、父母の一方と生き別れになった子にも及ぶ。子の連れ

去り及び親子の生き別れは児童虐待であるとの指摘があるように（注5）、子の福祉

（心身ともに健やかに成長することが出来るという子の利益）を害するものであるこ

とは重大な問題であり、決して見過ごしてはならないものである（注6）。 
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日本の離婚後単独親権制が子の福祉を害しているもう一つの例として児童虐

待の問題がある。 

心中以外の児童虐待死事例が生じた世帯のうちひとり親世帯は 27.3%であり、

子がいる全世帯のうちひとり親世帯の割合が約 7％であることを考えると明らかに

高く、４倍近い数字である（注7）。 

この事実と、離婚後、子と別居する実父母と子が月２回以上の頻度で会ってい

る又は会ったことがある割合は、母子世帯で 6.4％、父子世帯で 13.0％しかない

事実（注8）とを勘案すれば、諸外国と同様に、離婚後共同親権制を導入し、実父

母双方と子が月２回以上の頻度で共に生活することになれば、多くの子が虐待死

に至らずに済む可能性が高まることが窺える。 

この離婚後単独親権制に起因する子の連れ去り及び親子の生き別れの問題を

抱えているのは、先進国では唯一日本のみである。 

かかる状況下において、日本国内のみならず、諸外国からも日本に対し法制度

是正を求める圧力は年々高まっている。 

たとえば、令和２年７月、欧州議会本会議は､日本における子の連れ去りに関す

る非難決議を圧倒的多数で可決した（注9）。 

この非難決議の本文には、「日本が子の連れ去り案件に対し国際規約を遵守し

ていないと遺憾を示すとともに､ハーグ条約の下で子の送還が効果的に執行され

るように国内法制度を改正するよう促す。」、「日本当局に対し､共同親権の可能性

に向けた国内法令改正を促すとともに、自らが批准した児童の権利条約へのコミ

ットメントを守ることを求める。」などの記載がある。 

法務省法制審議会家族法制部会が提出する予定の制度改正案は、このような

非難決議を意識してか、離婚後共同親権制導入などに言及している。 

しかし、当会委員である高橋史朗教授提出の「法務省法制審議会家族法制部

会中間試案の懸念事項」（別紙１）で指摘のとおり、この制度提案は、諸外国から

非難されている現行の仕組みを追認し法制度化するだけのものであり、諸外国か

らの非難が止むことは全く期待できない。 

それだけでなく、この制度提案は、法務大臣の諮問内容を超え、婚姻中の夫婦

の在り方にまで大きく影響を与える内容を含んでいる。 

その提案内容は、「夫婦は，同居し，互いに協力し扶助しなければならない」

（民法第 752 条）との規律を基本とする日本の家族制度を根底から覆すおそれの

ある革命的なものである。 

このような内容が、きちんとした議論をされることなく法制化され、我々の家族の

在り方が変更を迫られることに重大な危惧を覚えるところである。 
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そこで、この法務省法制審議会家族法制部会とは別に民間法制審議会家族法

制部会を立ち上げ、諸外国の法制度や国際規約との整合性を考慮しつつ、日本

にふさわしい制度の構築を検討することとした次第である。 

そして、先進諸国の家族法等の専門家を当会委員として招聘し（別紙２）、集中

審議をした結果、以下の通り、法務省法制審議会家族法制部会の中間試案とは

全く異なる内容の提言を取りまとめることとなった。 

政府・与党に置かれては、日本の家族及び親子の絆を守るため、また、諸外国

からの強い非難に対し真摯に対応するため、後日、法務省法制審議会家族法制

部会から提出される中間試案と以下に提案する規律案と比較検討し、いずれが父

母の離婚に伴う子の養育の規律としてふさわしいかご判断いただいた上で、必要

な法制上の措置を講じることを強く要請するところである。 

 

第２ 父母の離婚後等における子の親権に関する事項の決定に係る規律 

婚姻中、共同して未成年の子に対して親権（※）を行っていた父母が離婚する場

合、引き続き共同して親権を行うこととする規律を設ける。 

※ ここでいう「親権」とは、未成年の子どもを育てるために親が持つ権利と義務の総称で、民

法(明治 29 年法律第 89 号)に規定されているものを指す。親権には、子どもの身の回り

の世話をする（監護権）、子どもに教育やしつけをする、子どもの住む場所を決める（居所

指定権）、子どもの財産を管理する（財産管理権）といったことが含まれる。 

 

（補足説明） 

日本では、前述のとおり、離婚後単独親権制を採用している（「父母が協議上

の離婚をするときは、その協議で、その一方を親権者と定めなければならな

い。」（民法第 819 条第１項））。 

この離婚後単独親権制は、婚姻中の親権喪失に関する民法規定と全く整合

性がとれておらず、その観点からも離婚後の制度を改めるべきである。 

すなわち、現行民法では「父又は母による虐待又は悪意の遺棄があるときそ

の他父又は母による親権の行使が著しく困難又は不適当であることにより子の

利益を著しく害するときは、家庭裁判所は、子、その親族、未成年後見人、未成

年後見監督人又は検察官の請求により、その父又は母について、親権喪失の

審判をすることができる。ただし、二年以内にその原因が消滅する見込みがある

ときは、この限りでない。」と規定する（民法第 834 条）。つまり、親権を父母から

剥奪するためには、①虐待又は悪意の遺棄があるなどの親権の行使が著しく困

難又は不適当であり、子の利益を著しく害すると認めるにたる事実があること、

②その事実を理由に子等が家庭裁判所に親権喪失の審判請求すること、③家

庭裁判所において親権喪失に足る事実があると認定され、親権喪失の審判が
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出されること、④親権喪失の原因が２年以内に消滅する見込みがあれば、この

規定は適用されないことなど、非常に厳格な要件を満たす必要がある。 

この点に鑑みれば、離婚にともない、親権の行使が著しく困難でもなく不適当

でもなかった父母の一方の親権を喪失させる現行の離婚後単独親権制（民法

第 819 条第１項等）は、民法第 834 条との関係で明らかにバランスを欠いてお

り、父母の親としての基本的人権を著しく侵害する制度である。 

そうである以上、離婚時に共に親権を喪失していない父母が、離婚後も引き

続き親権を共同して行使できる制度に改めることは当然である。 

加えて、前述のとおり、離婚後共同親権制に改めることで、子は実父母との関

係を大人になるまで継続することができ、親の離婚の影響を最小限に食い止め

ることができることから、子の健全な発育、すなわち子の利益の観点からも制度

改正すべきであることは言を俟たない。 

また、離婚後共同親権制導入は、父母の親権及び子の利益保護の観点から

必要であるだけでなく、日本の法体系の中で許容されていると言える。 

例えば、日本の民法制度において、戦後のわずかな時期ではあるが、離婚

後共同親権制を採用していた例がある。 

具体的には、日本国憲法の施行に伴う民法の応急的措置に関する法律（昭

和 22 年法律第 74 号。以下「応急措置法」という。）第６条第２項で、「父母が離

婚するとき…親権を行う者は、父母の協議でこれを定めなければならない。」とし

て、「親権を行う者は、父母の協議でその一方に定める」旨規定せずに、離婚

後、父母が共同で親権を有することを可能としていた例がある。 

この規定が離婚後共同親権制を可能とした規定であることは、応急措置法が

失効し、現行民法が施行される際、「新法施行の際、現に、婚姻中でない父母

が、共同して未成年の子に対して親権を行つている場合には、新法施行後も、

引き続き共同して親権を行う。但し、父母は、協議でその一方を親権者と定める

ことができる。」（民法の一部を改正する法律（昭和 22 年法律第 222 号。以下

「民法改正法」という。）第 14 条）とし、応急措置法に基づき、離婚後も共同で親

権を行使していた父母に対する経過措置が設けられていたことからも明らかで

ある。 

なお、この法律は、昭和 23 年までの時限法であり、その後、民法改正法によ

り、離婚後単独親権制（民法第 819 条第１項等）に改められた。 

その立法趣旨は、「離婚した父母に親権の円満な共同行使を要求するのは

困難なので、離婚に当たって、父母の一方を親権者と定める―いいかえれば他

方の親権を失わせる―ことが必要になった」からであるとされる（我妻栄・有泉亨

著「民法三 親族法・相続法第三版」（1980 年・有斐閣）111 頁～112 頁）。 
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戦前の旧民法では、「子ハ其家ニ在ル父ノ親権ニ服ス」（旧民法第 877 条）と

規定し、婚姻中・離婚後を問わず子の親権（監護権を含む。）を行う者は父親の

みと定めていた。一方で、子の監護は事実上母親（又は、姑などの女性）が担っ

ていた。このような戦前の制度下で育った昭和 23 年当時の日本国民にとって、

民法が改正され、突然、父母が親権を共同で行使し、共同で監護しろと命ぜら

れても、そのやり方も分からず手探り状態であったと想像できる。かかる状況下

で、離婚後まで父母が親権を円満に共同行使し、共同で監護しろと命ずること

は非現実的な面があったかもしれない。 

しかし、昭和 23 年当時とは社会情勢も変化し、婚姻中、父母が共同で親権

を行使し、共同で監護することが一般的になったばかりか、諸外国では離婚後

も父母が共同で監護することは、テレビドラマ、映画など多数の作品によって国

民が視聴し、多くの国民がその制度の実体を知る状況にあり、我が国において

もそのような例（注10）も出てきている現代にあって、離婚後、父母のどちらか一

方を親権者とする、又は監護者とすることを規定する方が非現実的である。 

このように、離婚後単独親権制は、社会情勢の変化に全く対応していないと

いえる。そればかりか、前述のとおり、世界の趨勢を全く反映していない。 

先進国は全て離婚後共同親権制へと移行し、離婚した父母が親権の円満な

共同行使を行っている実態がある中で、離婚後単独親権制維持の主張は全く

説得力を欠いている。 

なお、諸外国においても高葛藤の父母は数多くいるが、それにもかかわらず

親権の円満な共同行使が行われているのは、高葛藤の父母に対し、親権の共

同行使を行わせるための制度が整備されているからである。 

例えば、親権の共同行使に対し否定的で非友好的である父母に対しては親

権喪失など重大な不利益を与える制度などが諸外国では導入されており、この

ような制度を併せて導入することで、離婚後共同親権制導入に係る問題は克服

可能である。 

離婚後に親権を父母が共同で行使することで、子に物理的負担が及ぶとす

る指摘もあるが、この点は、婚姻中であっても、父母が別居する場合は同様の

問題を抱えており、離婚後に限っての話ではない。いずれにしても、前述のとお

り、父母が共同監護をしないことにより子が被る精神的負担は極めて大きく、そ

の精神的負担を軽減させることを最優先に考慮すべきであり、物理的負担があ

る程度増加するデメリットがあっても、メリットがこれをはるかに上回るというべき

であり、子の福祉の観点からも離婚後共同親権制を採用すべきである。なお、

共同監護を完全に半々の割合で行った父母の子の 93％が、このやり方が最善

であると答えている海外の調査結果（注11）などは、精神的負担の軽減が物理

的負担の増加よりも子にとって重要であることを示唆している。 
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また、離婚後に親権を父母が共同で行使することで、子の教育方針の決定な

どに時間がかかるとの指摘もある。この点も、前述の子の物理的負担増加の指

摘と同様、婚姻中であっても、同様の問題を抱える父母も多く、離婚後に限って

の話ではない。いずれにせよ、諸外国では、離婚後に共同で親権を行使し、共

同で監護するにあたり、できる限り支障がでないための諸制度を導入しており、

同様の制度を日本も導入すれば、問題を克服することは容易に可能である。 

例えば、諸外国では、離婚後、様々な問題で争いにならないよう、後述する

「共同監護計画」を離婚時に定めるが、その際、子の教育方針に父母間で相違

が生じた場合の決定方法を予め記載しておけば、その決定に時間がかかる事

もなくなる。さらに、日本においても、諸外国と同様に、「共同監護計画」に従わ

ない父母は裁判で争った際に不利になる運用とすれば、父母双方とも「共同監

護計画」から逸脱する行動を控えるようになり、よりその実効性が担保されると期

待できる。 

なお、離婚後共同親権制と戸籍制度との関係について、台湾では日本と同

様の戸籍制度を有しつつ、離婚後共同親権制を導入していることから、法制度

上、並存することは可能と考えられる。また、日本国籍を有する父母が離婚後共

同親権制を採用している国において離婚し、親権を共同で行使することを決定

した場合、日本の戸籍上、離婚後であっても、子の親権者欄には「父及び母」と

記載される。このことから、日本が離婚後共同親権制を採用した場合において、

戸籍における技術的障害は特に存在しないと推定できる。 

 

親権を行う父又は母は、離婚に伴い親権を適切に行使できないやむを得ない事由

が生じるときは、家庭裁判所の許可を得て、親権を辞することができる。 

 

（補足説明） 

離婚後共同親権制を導入する場合に問題となるのは、例外として、父母双方

が合意した場合に、父母の一方の親権を放棄することを認めるかどうかである。 

前述のとおり、応急措置法においても、協議離婚の場合で、父母双方が選択

するときは、どちらか一方の父母のみが親権者となることを排除してはいない

（応急措置法第６条第２項）。 

また、民法改正法第 14 条など、共同で親権を行使していた父母が、父母双

方が協議の上で、父母どちらか一方が親権者となることを選択できる規定（選択

的共同親権制）を設けた例もある。 

このような先例を踏まえれば、離婚後も父母が共同で親権を行うことにしつつ

も、父母双方が合意した場合に限り、父母の一方が親権を放棄できるとすべき

か検討する余地がある。 
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この点、現行民法において「親権を行う者は、子の利益のために子の監護及

び教育をする権利を有し、義務を負う。」（民法第 820 条）と規定されているよう

に、親権には、義務としての側面もあることから、父母双方が合意したことのみを

もって、父母の一方がその義務から免れることとすることは、子の利益を害する

ことになり認めるべきではない。 

また、父母の一方が親権を放棄することは、子から見れば、「親が自分を捨て

た」ととらえるおそれがあり、これは、子の自尊感情を大きく傷つけ、心的外傷を

与え得ることから子の利益を著しく害するものと言える。 

親権放棄について「親権を行う父又は母は、やむを得ない事由があるとき

は、家庭裁判所の許可を得て、親権又は管理権を辞することができる。」（民法

第 837 条）と規定されていることも、同趣旨であると思われる。 

やむを得ない事由とは、親権者が親権を適切に行使することのできない事情

を意味し、具体的には、親権者が大病を患い、治療のため長期の入院を強いら

れているような場合や刑事事件を起こして刑務所に服役しているような場合など

が挙げられる。 

このような現行民法の規定との整合性からも、父母の親権放棄を安易に認め

るべきではない。 

そこで、離婚後における選択的共同親権制を設けるとしつつも、離婚に伴い

親権を適切に行使できないやむを得ない事由が生じる場合であって、家庭裁

判所の許可を得たときに限り認めることとする。 

 

第３ 父母の離婚後等における子の監護者に関する事項の決定に係る規律 

父母が離婚する場合に引き続き共同して親権を行うこととする規律を設けること

に伴い、離婚時に「子の監護をすべき者を定める」とする民法第 766 条第１項の規

定を削除する。 

その他、父母の共同監護を前提とする離婚後共同親権制の概念に反する監護

者に係る制度は、これを廃止する。 

 

（補足説明） 

現行民法において、「父母が協議上の離婚をするときは、子の監護をすべき

者…その他の子の監護について必要な事項は、その協議で定める」（民法第

766 条第１項）と規定し、離婚時には、親権者とは別に監護者を決定することとさ

れている。 

監護権は親権の一部を構成している（民法第 820 条）以上、離婚後単独親

権制の下、父母の一方が親権者と決定した場合には、監護者も同時に決定す

るのが通常である。 
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しかし、離婚後単独親権制のもと、例外的に、親権者と監護者を父母で分離

する（親権の分属）運用もあることから、従来は、このような規定を設ける意義は

あったものと考えられる。 

離婚後の親権の分属については、旧民法において、家長の父親が、婚姻中

及び離婚後も、（監護権を含む）親権を行使すると規定する（「子ハ其家ニ在ル

父ノ親権ニ服ス」（旧民法第 877 条）、「親権ヲ行フ父…ハ未成年ノ子ノ監護及ヒ

教育ヲ為ス権利ヲ有シ義務ヲ負フ」（旧民法第 879 条））一方、実際の子の監護

は母親が多く行っていたことから、離婚時に（監護権を含む）親権を父親が有す

るとしつつも、監護は母親が引き続きせざるを得ない場合には、協議により、監

護者を母親と定めることを可能とする規定「協議上ノ離婚ヲ為シタル者カ其協議

ヲ以テ子ノ監護ヲ為スヘキ者ヲ定メサリシトキハ其監護ハ父ニ属ス」（旧民法第

812 条）に由来する。 

このように、民法第 766 条第１項の離婚時の監護者指定の規定は、旧民法の

家制度に基づく単独親権制を淵源とするものであり、離婚後共同親権制を導入

する法改正に伴い当然不要になることから、民法第 766 条第１項の規定から

「監護をすべき者を定める」とする規定を削除する。 

それに伴い、民法第 766 条の監護者指定の規定を根拠として定められた諸

制度についても廃止する。例えば、婚姻中、子の監護者を指定する審判が裁判

所において行われているが、これは、民法第 766 条などを根拠とする旨規定さ

れている（家事事件手続法（平成 23 年法律第 52 号）別表第二の三の項）こと

から、これを廃止する。 

その他、父母の共同監護を前提とする離婚後共同親権制導入の法改正に併

せ、概念上相容れない制度は全て廃止する。 

なお、離婚後及び婚姻中を問わず、一方の父母を監護者として指定する制

度を廃止しなければならない別の理由として、監護者として指定された親は子

の連れ去りができるようになることが挙げられる。 

監護者として指定された父母は、日本が平成 26 年に署名した国際的な子の

奪取の民事上の側面に関する条約（以下「ハーグ条約」という。）で禁ずる国外

への連れ去りも合法的に行うことが可能になる。 

ハーグ条約は、「いずれかの締約国に不法に連れ去られ…ている子の迅速

な返還を確保すること」を目的とする条約である（ハーグ条約第１条第 a 項）。 

その上で、「子が常居所を有していた国の法令に基づいて個人…が共同又

は単独で有する監護の権利を侵害していること」（ハーグ条約第３条第 a 項）及

び「当該連れ去り…時に…監護の権利が…現実に行使されていたこと」（同条

第 b 項）に該当する場合に「不法な連れ去り」とすると規定されている。 
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また、ハーグ条約第５条第 a 項では、「『監護の権利』には、子の監護に関す

る権利、特に、子の居所を決定する権利を含む。」と規定している。 

このような規定は、国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施

に関する法律（平成 25 年法律第 48 号。以下「国内実施法」という。）第２条第６

号などにもあり、ハーグ条約と国内実施法の適用対象は同一であると解される。 

法務省法制審議会家族法制部会第１３回会議に提出された部会資料１２・１

３に記載されているように（注12）、監護者のみに監護権が与えられていると解

するならば、監護者である父母が国外に子を連れ去ったとしても、監護者では

ない父母は、自らの「監護の権利」を侵害されたと主張できないことから当該連

れ去りは「不法」ではないことになる。 

また、監護者でない父母にも監護権が与えられていると解したとしても、国内

で子との接触ができない状況に置かれていた場合、「監護の権利が現実に行使

されていたこと」の要件に該当しないことから、当該連れ去りは「不法」ではない

ことになる。 

いずれにしても、監護者でない限り、ハーグ条約に基づく子の返還申請がで

きないことになる。 

同様の問題は国内でも生じる。すなわち、裁判所が監護者に指定しなかった

父母は、監護権（居所指定権を含む。）を喪失すると解するならば、あるいは、

監護権（居所指定権を含む。）を喪失していないと解するにしても、現実に監護

権を行使していないと解され、監護者に指定された父母が連れ去りを行っても

「不法」とみなされないことになる。 

つまり、裁判所から監護者に指定された父母は、国内・国外を問わず、自由

に子を連れ去ることができるようになる。 

しかし、このような事実上の脱法行為を許してはならないのであり、その観点

からも父母の一方のみを監護者として指定する制度は一切認められない。 

 

離婚時に「父又は母と子との面会及びその他の交流、子の監護に要する費用の

分担その他の子の監護について必要な事項は、その協議で定める」（民法第 766

条第１項）とする規定に基づき、離婚時には、子の監護について必要な事項を「共

同監護計画」として公正証書化することを義務付けるとともに、離婚届とともに、こ

の「共同監護計画」を添付しない限り、離婚の届出は受理できず、無効とする規律

を設ける。 

 

（補足説明） 

民法第 766 条第１項は、平成 23 年に改正され、離婚時には、面会交流や子

の監護に要する費用（以下「養育費」という。）について定めるよう規定された。し
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かし、離婚届の裏に、面会交流や養育費について協議したかどうかのチェック

欄が設けられたのみで、子を有する父母が離婚する場合、面会交流や養育費

について、全く取り決めがなされなくともその届出が受理されてしまう状況であ

り、全く、実効性がない。 

この実効性が欠如している理由の一つに離婚後単独親権制がある。 

すなわち、離婚後に親権を喪失した父母が子と会うことや親権を喪失した父

母から養育費を徴収することの法的根拠が薄弱だからである。特に、養育費に

ついては、親権を失い、日々成長する子を見守ることができなくなった父母に

は、実際上「何を置いても養育費を払う」との意識を持ちにくいという側面があ

る。 

しかし、離婚後共同親権制とすることで、父母双方が子を監護する権利及び

義務を有することとなり、確固たる法的根拠が生まれ、自然に監護や養育費支

払のモチベーションも高くなる。 

とはいえ、離婚に伴い、同居、協力及び扶助の義務（民法第 752 条）がなくな

った父母が、引き続き共同して親権を行使し、子を共同で監護することには多

少の困難が伴うのであり、その困難を緩和するための規律を設ける必要がある。 

そこで、民法第 766 条第１項の「父又は母と子との面会及びその他の交流」

を「父及び母と子との監護の割合」と改めた上で、諸外国の制度（注13）を参考

に、離婚時には、父母がそれぞれ負担する年間の監護日数、養育費、それぞ

れの父母が主として子を監護する場所など子の監護について必要な事項を記

載した「共同監護計画」の作成を義務付ければ、一方の父母が「共同監護計

画」に従わない場合には、その父母の監護義務違反又はもう一方の父母の監

護権侵害を根拠として、もう一方の父母が「共同監護計画」を遵守するよう要求

できるようになる。 

そして、「共同監護計画」を公正証書とすることを義務化することでその実効

性はさらにあがることになる（注14）。 

例えば、公正証書にし、養育費についても具体的な金額を記載する一方、父

母の一方の監護を妨害した場合の損害賠償額を記載することで、父母の一方

が「共同監護計画」に記載された義務を履行しなかった場合、裁判をすることな

く強制執行ができるようになることから、養育費不払いや一方の父母によるもう一

方の父母の監護妨害などの行為を抑止することが可能になる。 

さらに、「共同監護計画」を離婚届に添付して市区町村の窓口に届け出ること

を義務化するとともに、市区町村は、「共同監護計画」が添付されていない限り

離婚届を受理できず、また、違法に受理した場合には離婚を無効とする規律を

設けることとすれば、より実効性が高まることとなる。 
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なお、離婚後共同親権制度を導入した場合、婚姻中と離婚後とで父母の親

権の内容に変更がなくなる。したがって、婚姻中は自由であった親子の交流

を、離婚を機に第三者が介入し制限をする合理的理由がなくなる。 

すなわち、離婚後も父母が共同で親権を行使するにあたり、第三者が介入

し、父母の一方の意思に反して父母の親権行使に制限を加えることは父母の親

権を侵害する行為であることから、今後は認められない。 

以上の点を踏まえれば、親権を喪失した父母と子に対し、公益社団法人家

庭問題情報センター（以下「FPIC」という。）が現在提供している「付添い型」面

会交流支援サービス（注15）などは、離婚後共同親権制導入と同時に原則とし

て許されなくなる。 

 

離婚時の「共同監護計画」作成支援のため、「共同監護計画」作成の指針（ガイド

ライン）を法定化するとともに、「共同監護計画」作成のために、弁護士等による裁

判外紛争解決手続（ADR）を利用できることとし、その費用の一部を国が給付する

規律を設ける。 

また、離婚時には、子の監護に関する講座（以下「離婚後監護講座」という。）の

受講を父母双方に義務付け、離婚後監護講座を受講した後、一定の期間が経過し

ない限り、離婚の届出は受理できず、無効とする規律を設ける。 

 

（補足説明） 

離婚時の「共同監護計画」作成にあたり、父母の親権行使の態様について、

最低基準を定めなければならない。 

なぜならば、父母による親権行使は無制限に認められる訳ではないからであ

る。父母の一方の親権行使はもう一方の親権行使を制限することにもつながる

のであり、また、子の利益に反する親権行使は認められない。 

そこで、「共同監護計画」に記載すべき内容についての指針、例えば、子の

監護に要する費用（養育費）の算定表や年齢別の親子交流の最低限の頻度な

どの指針を制定することとし、国民の権利義務に関する事項が含まれることか

ら、これを法律で定めることとする。 

なお、離婚後共同親権制とし、離婚後も引き続き父母で共同監護を行うにあ

たっては、諸外国の状況（注16）も参考に、その監護日数は父母で半々とするこ

とを原則としつつ、個々の事情に応じ日数などを調整することとし、その旨を指

針に記載する。 

また、裁判離婚制を採用する多くの諸外国と異なり、協議離婚が大半である

日本の特殊性を踏まえると、この「共同監護計画」を作成するにあたっては、指

針を作成するだけでは不十分であり、法律の専門家による支援が必要であるこ
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とから、弁護士等による裁判外紛争解決手続（ADR）を利用できることとし、利用

を希望する父母には、一定の標準期間分の費用を国が給付する制度を導入す

る規律を設ける。 

さらに、離婚届を提出するにあたり、提出先の市区町村で「離婚後監護講座」

を、父母双方が受講しなければならないものとする。 

その上で、父母双方は、離婚後監護講座の内容理解の確認後、一定の期間

（クールダウン期間）が経過しない限り、離婚の届出は受理できず、無効とする

規律を設ける。 

「離婚後監護講座」の内容は、「共同監護計画」作成義務や指針の内容、

ADR の利用方法などの説明のほか、臨床心理士や公認心理師の協力の下、

離婚をする当事者や、父母の離婚を経験する子の一般的な反応や、それに対

する配慮の在り方といった心理学等の知見なども講義する。 

なお、父母の「共同監護計画」作成を支援するための ADR 費用や「離婚後

監護講座」の費用等について、国や地方公共団体がその負担をすることは十

分に可能と思料される。 

なぜならば、離婚後共同親権制導入に伴い、離婚を原因とするひとり親世帯

に対して支給される児童扶養手当の財政負担がなくなることから、その払う必要

のなくなった予算を上記の費用等に転用することが可能となるからである。 

児童扶養手当とは、「父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくしていない

児童が育成される家庭（ひとり親）の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の

福祉の増進を図ることを目的として支給される手当」であり、離婚後共同親権制

導入に伴い、離婚後も婚姻中と同様に児童は「父及び母と生計を同じくする」こ

とになることから、そのような児童が生育される家庭に対し、児童扶養手当を支

給する必要性は原則としてなくなる。 

令和３年度の児童扶養手当予算額は、4,730 億円程度である（注17）。母子

家庭となった理由の約８割が離婚であることから、もし、日本が離婚後共同親権

制に移行していたと仮定すると、令和３年度の児童扶養手当予算額の約８割に

あたる 3,780 億円超を、離婚後共同親権制関連の費用に充てることができたと

推定できる。 

また、外国の例で、離婚後の父母の共同監護の割合を半々と定める法律を

制定したところ、法制定後２年で、訴訟件数が 11％低下した事実がある（注

18）。この事実と、日本においては、離婚訴訟において親権者指定の申立ての

あった件数は 4,842 件（令和元年度）であり（注19）、監護者指定調停新受件数

は 2,244 件、監護者指定審判新受件数は 2,854 件、面会交流調停新受件数

は 12,929 件、面会交流審判新受件数は 1,939 件、養育費調停新受件数は

17,655 件、養育費審判新受件数は 3,072 件（全て令和２年度）である（注20）
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が、今般の法制度上の措置により、離婚後共同親権制への移行、監護者指定

審判制の廃止、離婚時の「共同監護計画」作成義務化などが実施されること

で、これらの訴訟・審判件数が激減するだろうこととを勘案すると、裁判所の予

算のうち、家事事件関係経費などを大幅に削減できる可能性がある。 

したがって、離婚後共同親権制導入にあたり新たな予算が必要となるとして

も、全体で見れば、国及び地方公共団体の離婚関連予算は削減できることから

財政上の問題は特に生じないものと考えられる。 

 

父母の一方が、子を連れ去り、又は子と同居するもう一方の父母を居所から締

め出すことで、もう一方の父母の子の監護をする権利（民法第 820 条）又は子の居

所を指定する権利（同法第 821 条）を侵害した場合、裁判所は、もう一方の父母の

申立てに基づき、もう一方の父母の子を監護する権利又は子の居所を指定する権

利を侵害した父母に対し、「共同監護計画」の遵守（婚姻中であれば、暫定的な「共

同監護計画」作成への協力）を命じた上で、その命令に従わない場合には、親権喪

失（民法第 834 条）の審判を行うことができる規律を設ける。 

 

（補足説明） 

双方が親権を有する父母の一方が、子を連れ去り、又は子と同居するもう一

方の父母を居所から締め出した場合、もう一方の父母の子の監護権又は居所

指定権を侵害することになる。 

その場合、裁判所は、もう一方の父母の申立てに基づき、父母が再び共同で

親権（監護権・居所指定権を含む。）を行使できるようにするため、もう一方の父

母の監護権・居所指定権を侵害した父母に対し、「共同監護計画」を遵守する

よう（婚姻中であれば、離婚を必ずしも前提としない暫定的な「共同監護計画」

作成に協力するよう）命じた上で、その命令に従わない場合、民法第 834 条「父

又は母による親権の行使が著しく不適当であることにより子の利益を著しく害す

るとき」に該当するとし、親権喪失とする規律を設ける。 

かかる規律を設ける趣旨について、子の連れ去りは、諸外国のみならず、日

本においても、未成年者略取・誘拐罪（刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 224

条）に該当すること（令和４年２月 21 日警察庁刑事局捜査第一課理事官事務

連絡、第 204 回国会・参議院・法務委員会第５号委員会（令和３年４月６日）議

事録、最高裁平成 16 年（あ）第 2199 号同 17 年 12 月６日第二小法廷判決（刑

集第 59 巻 10 号 1901 頁））や日本が平成６年に批准した児童の権利に関する

条約第９条第１項で「締約国は、児童がその父母の意思に反してその父母から

分離されないことを確保する。」と規定されていることから、子の連れ去り行為や

子と同居するもう一方の父母を居所から締め出したりする行為は、児童の権利
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を侵害する行為に該当することなどを踏まえれば、当該行為が子の利益を著し

く害することが明らかなためである。 

とはいえ、子を日常的に監護する父母が、もう一方の父母からの暴力から逃

れるため、子を連れてシェルターに入所する場合など、正当な理由があれば、

未成年者略取・誘拐罪の構成要件を満たすとしても、当然ながらその違法性は

阻却され、犯罪とはならない。 

なお、「共同監護計画」遵守を拒み親権を喪失した父母は、子を「共同監護

計画」に記載された居所に戻すことで（婚姻中の場合、暫定的な「共同監護計

画」作成を拒み親権を喪失した父母は、子を父母同居時の居所に戻す、又は

居所から締め出した父母を子と再び同居させることで）、親権喪失原因が消滅

することから、親権喪失の審判を取り消すことができる（民法第 836 条）。 

また、子を「共同監護計画」に記載された居所に戻すこと（婚姻中の場合、子

を父母同居時の居所に戻す、又は居所から締め出した父母を子と再び同居さ

せること）を拒否したため親権を喪失した父母が子と同居している場合、親権を

有する父母は、裁判所に対し、子の引き渡しの申立てができ、その引き渡しが

執行されない場合は、未成年者略取・誘拐罪を理由として告訴することも可能

である。 

 

父母の一方が、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（平成 13 年法律第 31 号。以下「配偶者暴力防止法」という。）第 10 条第１項から

第４項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）を裁判所に申し立てたとき

は、裁判所が保護命令を発しない旨の決定をするまでの間、又は保護命令を発し

た場合、保護命令が失効するまでの間、裁判所は、当該父母に対し、婦人相談所

等が提供する父母間の連絡調整及び子の受渡し支援サービスの利用を命ずる規

律を設ける。 

 

（補足説明） 

父母の一方が、もう一方の父母に対し、配偶者暴力防止法第 10 条第１項に

規定する「身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫」を行っていた場合であ

っても、親権喪失等により親権者としての地位を失っていない限り、「子の利益

のために、監護する権利と義務がある」（民法第 820 条）のであり、その監護する

権利と義務を制度的に保障する必要がある。 

したがって、仮に、父母間に暴力の事実があった場合であっても、当該父母

は共同して親権を行使しなければならない。そして、それは婚姻中のみならず、

離婚後であっても同様であり、離婚時には、「共同監護計画」を作成し、離婚後

は、その計画を共に実行しなければならない。 
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一方で、配偶者暴力防止法第 10 条第１項に掲げる、父母の一方からもう一

方の父母に対し「生命又は身体に危害が加えられることを防止する」ことも重要

な保護法益であり、この両者の要請を調整しなければならない。 

そこで、父母の一方が、同条第１項から第４項までに規定する保護命令を裁

判所に申し立てたときは、その父母の「生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため」、裁判所が保護命令を発しない旨の決定をするまでの間、又は

保護命令を発した場合、保護命令が失効するまでの間、裁判所は、当該父母

に対し、FPIC が現在提供している「連絡調整型」面会交流支援や「受け渡し

型」面会交流支援サービス（注21）と同等のサービスの利用を命じなければなら

ないとする規律を設ける。 

同時に、父母間の連絡調整及び子の受渡しの支援サービスが全都道府県で

確実に提供されるよう、国は、売春防止法（昭和 31 年法律第 118 号）第 34 条

第１項に規定する婦人相談所及び第 35 条第１項に規定する婦人相談員（困難

な問題を抱える女性への支援に関する法律施行後においては、同法第９条第

１項に定める女性相談支援センター及び第 11 条第１項に定める女性相談支援

員）の業務に、父母間の連絡調整及び子の受渡し業務を追加するなど必要な

体制の整備を行う。なお、当該連絡調整及び子の受渡しにかかる費用は全て

国が負担するものとする。 

以上の法制上の措置を講じることにより、配偶者暴力防止法第 10 条第３項

の「被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされ

る」状況はなくなる以上、その防止のために規定された同項は当然適用されなく

なる。したがって、同項を理由として、父母に子の学校行事等への参加を認め

ないなどの行為は、制度改正後は許されなくなる。 

なお、この法制上の措置を講じることにより、配偶者暴力の被害者であり、か

つ、子と別居する父母が、子と同居するもう一方の父母に対し、保護命令の申

立てをすることも可能となり、自らの生命又は身体に危害が加えられることを心

配せずに共同監護をすることが可能となる。 

すなわち、現行の法制度下では、配偶者暴力の被害者である父母が加害者

である父母に子を連れ去られた場合、保護命令を申し立てると子と面会できなく

なるおそれがあることから当該申立てができない状況に陥る。そのため、被害者

の父母は、自らの生命又は身体に危害が加えられるおそれを抱きつつ、加害

者の父母と連絡調整及び子の受渡しをしなければならない。しかし、この法制

上の措置を講じることで、そのおそれがなくなると考えられる。 

また、現行の法制度下では、配偶者暴力の被害者である父母が子を置いて

別居を開始した場合、加害者で子と同居する父母により子と引き離されるおそ

れがある。そのことが、配偶者暴力の被害者である父母が子を連れ去る一因に
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なっているとも考えられる。しかし、この法制上の措置を講じることで、配偶者暴

力の加害者である父母に子の監護能力がある限り、被害者である父母が子を

置いて別居を開始することが可能となることから、子の連れ去り問題の解消につ

ながることが期待できる。 

以上の問題に関連し行政支援措置についても規律を設ける必要がある。配

偶者暴力防止法第１条第２項に規定する被害者であり、かつ、暴力によりその

生命又は身体に危害を受けるおそれがある父母から支援措置の申出が市区町

村に対しなされた場合、もう一方の父母による住民票等の写し等の交付を制限

又は拒否する措置がとられているが（注22）、この措置については、上記の法制

上の措置と整合性をとることとし、例えば、裁判所が保護命令を発しない旨の決

定をした後に、市区町村が住民票等の写し等の交付を制限ないし拒否する措

置を講じた場合には、当該措置を是正できる規律を設けることとする。 

なお、諸外国と異なり、配偶者からの暴力の事実認定を警察などの第三者が

行うなどの規律が日本にはないため、父母の一方が、もう一方の父母の親権を

剥奪することを目的として、虚偽の保護命令の申立てがなされているとの批判が

ある。そのような批判が正しいかどうかはともかく、現行の制度では、虚偽の保護

命令の申立てがされる事を防ぐことは困難である。 

そこで、配偶者暴力防止法を改正し、裁判所が保護命令を発するにあたって

は、警察による配偶者による暴力の事実認定を要件とするなどの規律を設ける

べきとも考えられる。 

併せて、配偶者暴力防止法第 30 条 で、虚偽の記載のある申立書により保

護命令の申立てをした者は、10 万円以下の過料に処するとされているが、これ

に加え、申立てをした者が子の親権を有している場合には、その者の親権が喪

失する規律を設けるべきとも考えられる。なぜならば、親権者である父母の一方

が、もう一方の父母の親権の行使を制限ないし喪失することを目的として、虚偽

の保護命令の申立てをする行為は、「親権の行使が著しく不適当であることによ

り子の利益を著しく害する」行為（民法第 834 条）に該当するからである。 

一方で、配偶者暴力の事実認定を厳格にするとともに、虚偽の保護命令の

申立てをした父母に対し親権喪失の不利益を課すことは、真に配偶者暴力の

被害に遭っている父母がその状況から逃れる行為を委縮させることにつながる

おそれもある。 

そこで、上記の規律を設けることについては、今回は問題提起をするにとど

め、引き続き検討することとする。 

 

第４ 婚姻中、親権を行使していなかった父母と子との、離婚後の面会交流、養育費

に関する規律 
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離婚後、夫婦の同居、協力及び扶助の義務が喪失することに伴い、親権を行使

していない父母と子との交流を義務付ける規律を設ける。 

児童虐待を理由として親権停止等の状態にある父母と子との交流に関しては、

裁判所が当該父母と子のみで交流させることは子の生命・身体に危害が及ぶおそ

れがあると判断した場合には、児童相談所が提供する監視付交流支援サービスの

利用を命ずる規律を設ける。 

 

（補足説明） 

婚姻中、「夫婦は同居し、互いに協力し扶助しなければならない。」（民法第

752 条）ことから、親権を行使していない父母であっても、親権を行使するもう一

方の父母と夫婦間の義務を履行することを通じ、子との交流は間接的に義務付

けられていると言える。 

しかし、離婚後は、その夫婦間の義務が喪失することから、親権を行使してい

ない父母が子と交流する義務も喪失することになる。 

一方、児童の権利に関する条約第９条第３項には「締約国は、児童の最善の

利益に反する場合を除くほか、父母の一方又は双方から分離されている児童が

定期的に父母のいずれとも人的な関係及び直接の接触を維持する権利を尊重

する。」と規定されており、子の権利の観点から、父母と子との交流を義務付ける

必要がある。 

そこで、このような場合においては、離婚時に、「共同監護計画」に準じた「面

会交流計画」作成を義務付けることとする。 

なお、諸外国では、この条約第９条第３項に基づき、父母との「意味のある」人

的な関係を維持する子の権利を保障するため、最低でも、子は、非親権者（非

監護者）である父母と、隔週の週末（金曜日の夜から日曜日の夜まで）及び長

期休暇の半分を共に過ごすことを父母に義務付けるのが一般的である。 

その点を踏まえ、日本においても、「共同監護計画」の指針に準じた「面会交

流計画」の指針を法制化するとした上で、指針に規定する面会交流の最低基準

として諸外国と同様の面会交流頻度を明記し、その遵守を父母に義務付けるこ

ととする。 

ただし、その場合、「児童の最善の利益に反しない」よう留意する必要がある。

例えば、父母の住居が離れており上記の最低基準を遵守することがかえって子

に過度な負担を与え子の利益を害する場合などは諸外国でも例外を認めてい

ることから（注23）、日本でも同様の規律を設けることとする。 

また、児童虐待を理由として親権停止等の状態にある父母と子との交流に関

し、親権者である父母の申立てに基づき、裁判所が当該父母と子のみで交流さ

せることは子の生命・身体に危害が及ぼされるおそれがあると判断した場合、
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FPIC などが現在提供している「付添い型」面会交流支援サービス（注24）と同等

のサービスの利用を命じなければならないとする規律を設ける。 

同時に、この「付添い型」面会交流支援サービスが全都道府県で確実に提供

されるため、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 12 条第１項に規定する

児童相談所の業務に「付添い型」面会交流サービスの提供を追加するととも

に、施設入所等の措置が採られた子と父母との面会等を制限する児童虐待の

防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号）第 12 条の規定についても併せ

て改正するなど必要な体制の整備を行う。なお、「付添い型」面会交流サービス

提供にかかる費用は全て国が負担するものとする。 

その上で、裁判所は、児童相談所に対し、面会交流の状況等についての報

告を義務付け、当該父母と子のみで交流させたとしても子の生命・身体に危害

が及ぼされるおそれがなくなったと判断した際には、速やかに当該支援サービ

スの利用を停止させるものとする。 

なお、諸外国の例なども参考に、子の連れ去りを行うおそれのある父母や、

薬物中毒又は精神疾患などにより面会交流中に子を殺害するおそれのある父

母に対し、裁判所が、親権停止又は親権喪失の決定をした上で、「付添い型」

面会交流サービスを命ずる規律を設けることについても検討すべきである。 

また、児童の権利に関する条約第 12 条第１項に「締約国は、自己の意見を

形成する能力のある児童がその児童に影響を及ぼすすべての事項について自

由に自己の意見を表明する権利を確保する。この場合において、児童の意見

は、その児童の年齢及び成熟度に従って相応に考慮されるものとする。」と規定

されていることから、「面会交流計画」作成及び実行にあたっては、子の意見を

考慮しなければならないと規律する。 

ただし、子が親権者である父母から脅迫されている場合や片親疎外（同居親

の別居親に対する嫌悪感や恐怖感と病的に同一化して別居親を疎外ないし拒

絶する現象）に陥っていると臨床心理士や公認心理師が判断する場合など、子

の意見が歪められているおそれがある場合は、この限りではない。 

 

離婚後、夫婦の同居、協力及び扶助の義務が喪失することに伴い、親権を行使

していない父母に対し、子の監護に要する費用（養育費）の分担を義務付ける規律

を設ける。 

 

（補足説明） 

婚姻中、「夫婦は同居し、互いに協力し扶助しなければならない。」（民法第

752 条）ことから、親権を行使していない父母であっても、親権を行使するもう一
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方の父母と夫婦間の義務を履行することを通じ、養育費の支払いを間接的に義

務付けられていると言える。 

しかし、離婚後は、その夫婦間の義務が喪失することから、親権を行使してい

ない父母が養育費を支払う法的根拠も薄弱になる。 

離婚後単独親権制を採用する日本において、民法第７６６条第１項を改正

し、「父母が協議上の離婚をするときは…子の監護に要する費用の分担…その

他の子の監護について必要な事項は、その協議で定める。」と規定したものの、

親権を喪失した父母が養育費を支払う割合はわずか２割程度であるという現状

も、そのような法的根拠の弱さに一因があるとも考えられる。 

そう考えると、離婚後共同親権制を導入した場合であっても、親権喪失など

の理由により親権を行使していない父母にあっては、同様の問題が生ずるおそ

れがある。  

しかし、親権を行使していない父母であっても、子の利益の観点から、「面会

交流計画」に基づき、子と交流することを義務付ける規律を設けるのであれば、

同様に、子の利益の観点から、養育費を負担すべきである。 

親権を行使していない父母に対し、養育費の支払いを義務付ける制度的保

障としては、上述の「面会交流計画」を「面会交流・養育費計画」とし、当該計画

の中に、養育費についても記載する方法が妥当と考える。 

そして、「共同監護計画」同様、当該計画を添付しない限り離婚できないもの

とすれば、子は親権を行使していない父母と定期的に面会することが保障され

るとともに、養育費の支払いも保障されることとなる。 

 

第５ 離婚後共同親権制導入時に、未成年の子の親権を喪失している父母の親権回

復その他の救済措置に関する規律 

離婚後共同親権制へと移行するための民法の改正法を施行する際、離婚を事

由として未成年の子の親権を喪失している父母は、裁判所の許可を得て、親権を

回復できる旨規律する。 

親権の回復を申請する父母は、子の居所の調査その他の子との再会を実現す

るための援助を国に申請することができる旨規律する。 

また、共同監護を実現するため、弁護士等による裁判外紛争解決手続（ADR）を

利用し、もう一方の父母と共に「共同監護計画」を作成すること及び「離婚後監護講

座」を受講することを義務付ける。なお、その際にかかる標準的な期間内の ADR

費用及び公正証書作成費等の費用は、国が支給する。 

もう一方の父母が当該計画作成に協力しない場合又は「離婚後監護講座」を受

講しない場合、裁判所は、親権を回復した父母の申立てに基づき、もう一方の父母

に対し「共同監護計画」作成への協力又は「離婚後監護講座」の受講を命じた上
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で、その命令に従わない場合には、親権喪失（民法第 834 条）の審判を行うことが

できる規律を設ける。 

 

（補足説明） 

離婚後共同親権制導入に伴い、既に離婚に伴い親権を喪失している父母の

親権の回復を図る必要がある（ただし、親権を喪失した父母から親権回復の申

立てがある場合に限る。）。 

その際、大量の申立てが発生することが予想されることから、離婚後単独親

権制から離婚後共同親権制に移行した際の諸外国の例にならい、裁判所によ

る親権回復の手続きを簡素化・自動化する。具体的には、親権回復の審判手

続は羈束処分に近い性格のものとし、親権を有するもう一方の父母の意思に関

係なく、親権を喪失している父母が、一定の客観的要件を満たしていることが確

認できれば、裁判所は親権を喪失している親の親権を回復しなければならない

とする特例措置を設ける。 

この親権回復に関し、親権喪失後、長期間経過していること等により、子の居

所が不明であるなど、父母と子との再会に至るまでには様々な障害がある場合

が多いものと予想される。 

かかる障害は、離婚後共同親権制への移行を怠った国の不作為に起因する

以上、国は当該父母に対し支援する必要がある。 

また、子との接触が長期間ない父母が子と再会することの困難さは、外国に

居住する父母が日本において子と面会交流をすることと同様の困難さを有する

と考えられ、その点からも国は当該父母に対し支援する必要がある。 

そこで、特例措置として、当該父母が、子との再会を実現するための援助を

国に申請できることとする（また、当該申請は、子が申請することも可能とする）。

そのため、ハーグ条約に基づき面会交流援助について規定する国内実施法第

16 条から第 20 条までの規定中、「外務大臣」を「法務大臣」と読み替えて準用

する規律を設ける。ただし、国内実施法第 18 条第１項に定める申請を却下する

事由として掲げる「申請に係る子が十六歳に達していること」は「申請に係る子

が父母の離婚成立時に十六歳に達していたこと」と読み替えることとし、現在、

子が十六歳に達している場合においても、父母の離婚成立時に十六歳に達し

ていなかった場合には、国は当該父母と子との再会を支援する義務を負うことと

する。 

更なる特例措置として、親権を回復した父母ともう一方の父母に対しては、弁

護士等による ADR を利用した「共同監護計画」の作成と「離婚後監護講座」受

講を義務付けることとする。なお、その際にかかる標準的な期間内の ADR 費用

及び公正証書作成費等の費用は、国が支給する。 
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さらに、親権を回復した父母ともう一方の父母との間では、そもそも高葛藤の

関係にあった場合も多く、親権を回復した父母が、親権の共同行使に向けて

「共同監護計画」を作成するよう、もう一方の父母に要請した場合、もう一方の父

母が要請に応じる可能性は少ない。 

そこで、もう一方の父母が「共同監護計画」作成に協力しない場合又は「離婚

後監護講座」を受講しない場合、裁判所は、親権を回復した父母の申立てに基

づき、もう一方の父母に対し「共同監護計画」作成への協力又は「離婚後監護

講座」の受講を命じた上で、その命令に従わない場合には、親権喪失（民法第

834 条）の審判を行うことができる規律を設ける。 

 

第６ 国際間の子の連れ去りに関する規律 

国内実施法の子の返還拒否事由のうち「相手方及び子が常居所地国に入居し

た場合に相手方が申立人から子に心理的外傷を与えることとなる暴力等を受ける

おそれ」（国内実施法第 28 条第２項第２号）及び「申立人又は相手方が常居所地

国において子を監護することが困難な事情の有無」（同項第３号）の規定を削除す

る。 

終局決定の変更（国内実施法第 117 条及び第 118 条）及び再審（国内実施法第

119 条及び第 120 条）の規定を削除する。 

子の返還申立事件について、国内実施法の家庭裁判所の終局決定に係る規定

以外の司法当局に関する規定について検討を加え、その結果に基づき、当該規定

の削除その他の必要な法制上の措置を講ずる。 

 

（補足説明） 

諸外国からは、日本がハーグ条約を遵守していないとの非難が繰り返しなさ

れている。先述のとおり、令和２年７月、欧州議会本会議は､日本に対し「ハーグ

条約の下で子の送還が効果的に執行されるように国内法制度を改正するよう促

す」との内容を含む非難決議を圧倒的多数で可決している。（注25）。また、米

国は、平成 30 年５月、ハーグ条約の年次報告書において日本を「不履行国」

に認定し、「執行プロセスが過度に長期化している」と批判している（注26）。 

このような諸外国からの批判に対し、真摯に応える必要がある。 

外務省のホームページによると、ハーグ条約は、国際裁判管轄の問題を解決

するための条約であり、「どちらの親が子の監護をすべきかの判断は子の元の

居住国で行われるべき」との考えから「原則として子を元の居住国へ返還するこ

とを義務付け」ている（注27）。 

このように裁判管轄を定めた理由は、「一旦生じた不法な状態（監護権の侵

害）を原状回復させた上で、子がそれまで生活を送っていた国の司法の場で、
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子の生活環境の関連情報や両親双方の主張を十分に考慮した上で、子の監

護についての判断を行うのが望ましいと考えられているから」である。 

したがって、子の返還は迅速に行われなければならない。ハーグ条約で「司

法当局又は行政当局は、子の返還のための手続を迅速に行う。関係する司法

当局又は行政当局が当該手続の開始の日から六週間以内に決定を行うことが

できない場合には、申請者は、遅延の理由を明らかにするよう要求する権利を

有する」（ハーグ条約第 11 条）や「子の不法な連れ去りから一年が経過してい

ないときは、当該司法当局又は当該行政当局は、直ちに、当該子の返還を命

ずる」（ハーグ条約第 12 条）と規定しているのは、かかる理由からである。 

また、「司法当局又は行政当局は…監護の権利についての本案の決定を行

わない」（ハーグ条約第 16 条）と規定されているように、ハーグ条約の返還決定

では監護権についての決定を行わない以上、子の返還手続は六週間以内に

決定することが十分に可能である。 

かかるハーグ条約の趣旨からすると、返還拒否事由は極めて限定的でなけ

ればならない。しかしながら、国内実施法は、返還拒否事由としてハーグ条約に

規定のない「相手方及び子が常居所地国に入居した場合に相手方が申立人か

ら子に心理的外傷を与えることとなる暴力等を受けるおそれ」（国内実施法第

28 条第２項第２号）及び「申立人又は相手方が常居所地国において子を監護

することが困難な事情の有無」（同項第３号）を追加した。 

これらの規定は、ハーグ条約が要請する子の返還のための手続の迅速さの

妨げになるだけでなく、ハーグ条約が禁止する「監護の権利についての本案の

決定」を事実上行うことになることから認められない。実際に、これらの規定は

「ハーグ条約の抜け穴」として不当に機能しており、我が国が国際的非難を招く

重大な原因となっている。 

また、国内実施法第 117 条は、「子の返還を命ずる終局決定が確定した後

に、事情の変更によりその決定を維持することを不当と認めるに至ったときは、

当事者の申立てにより、その決定…を変更することができる」と規定するが、一

度、終局決定をした場合、本来であれば迅速に返還することがハーグ条約の要

請である以上、「事情の変更」が起きる余地がないはずである。 

したがって、国内実施法第 117 条と同条を前提とする第 118 条は削除しなけ

ればならない。 

同様に、再審の規定も不要であり、国内実施法第 119 条と第 120 条は削除

しなければならない。 

さらに、ハーグ条約は国際裁判管轄を決めるための条約であることを考えれ

ば、国内実施法第 34 条で「管轄裁判所が法律上若しくは事実上裁判権を行う

ことができないとき、又は裁判所の管轄区域が明確でないため管轄裁判所が定
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まらないときは、最高裁判所は、申立てにより、管轄裁判所を定める。」として国

内裁判管轄を最高裁判所のみで決定しているのと同様に、一裁判所の決定の

みで十分であり、三審制や調停制度を設ける必要性はない。 

したがって、子の返還申立事件については、国内実施法の家庭裁判所の終

局決定のみで十分であり、この終局決定に必要な規定以外の司法当局に関す

る規定（国内実施法第 97 条から第 116 条まで及び第 144 条から第 147 条ま

で）について検討を加え、その結果に基づき、当該規定の削除その他の必要な

法制上の措置を講ずる。 

以上  
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